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研究成果の概要：子育てや看護をはじめとする家庭生活の多様な環境に配慮した企業および行

政のワーク・ライフ・バランス（WLB）施策は、勤労者の生活に安心とゆとりをもたらし、ひい

ては企業、社会の活性化（少子化の克服も含む）に資する。本研究は総務省社会生活基本調査

ミクロデータの独自の再集計値をもとに家庭内の男女、成員の役割関係の実態を解明し、WLB

を実現する政策的含意の抽出を試みた。あわせて理論的研究も行った。 

 

 

交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 

2005年度 2,300,000 0 2,300,000 

2006年度 1,600,000 0 1,600,000 

2007年度        1,200,000 360,000 1,560,000 

2008年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

  年度    

総 計 6,100,000 660,000 6,760,000 

 

 

研究分野：社会学 

科研費の分科・細目：ジェンダー 

キーワード：ジェンダー、ワークライフバランス、生活時間、性別役割、経済・労働、女性学、
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１．研究開始当初の背景 
少子化、高齢化が進む中で、勤労者(とり

わけ女性)が抱えている保育や看護をはじ
めとする家庭生活の多様な環境に配慮した
企業および行政のワーク・ライフ・バラン
ス施策（仕事と生活の両立を可能な限り支
援し、実現させようとする労務管理、厚生・
労働施策）は、勤労者の生活に安心とゆと
りをもたらし、ひいては企業、社会の活性
化（少子化の克服も含む）に資すると思わ
れる。本研究は、ジェンダー視点に基づき、
(1) 彼／彼女の仕事と生活、すなわち就
業・雇用形態と個人・家庭環境の多様性を、

総務省の社会生活基本調査（以下、社会調
と記す）のミクロデータの独自再集計値を
用いて解明し、事実発見に努めるとともに、
ワーク・ライフ・バランス施策に資する政
策課題の抽出を課題とした。（2）専業主婦
の（アンペイド）ワーク・ライフ・バラン
スの問題も研究の視野に納め、家庭内の男
女役割関係の実態を解明し、含意を抽出す
ることも課題とした。 

男女がともにより良く支えあう家庭、社
会、働く女性への細やかな支援に繋がるよ
うな社会の構築に資する研究成果を挙げる
ことを目指した。 
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２．研究の目的 

本研究は、ジェンダー視点に基づき、彼
／彼女の仕事と生活、すなわち就業・雇用
形態と個人・家庭環境の多様性を、総務省
の社会生活基本調査（以下、社会調と記す）
のミクロデータの独自再集計値を用いて解
明し、事実発見に努めるとともに、ワーク・
ライフ・バランス施策に資する政策課題の
抽出を目指した。併せて、計量的実証研究
を展開する際の仮説とするために、既存の
理論、議論の整理も行った。 

 
３．研究の方法 
(1) 個人レベル分析---特定の属性（就業・
雇用形態、家庭環境）を適宜、組み合わせた
男女の集計値（平均時間量、時刻別行為者率
表データ）を個別に、男女間で分析し、仕事
と生活の実態を探り、WLBのあり方を探る。 
(2) 家庭レベル分析---同一世帯内の家族成
員を対象とし、世帯内生活時間(joint time 
budget)の実態を分析する。家族成員間の時
間使用の相互関係の解明が期待される。同一
世帯データを用い、共働き夫婦のpaid work、
unpaid workの平均時間量の比較分析に基づ
き、WLBのあり方を考察。 
(3) 多様な専門分野(産業労働社会学、女性
労働論、教育経済学、家政学)の研究者の専
門的知見を動員し、統計分析の深化、政策提
言を試みた。 
 
４．研究成果 
(1)研究成果 

各年度の研究成果を時系列的に整理し、

研究成果を紹介する。 

① 平成１７年度、藤原は２００１年総

務省『社会生活基本調査』のミクロデータ

の再集計値を用い、日本の正規雇用の男女

のホワイトカラー労働者（勤務日でない人

は除く）のワークライフバランスを考察し

た。午後５時半を境に、以前を退勤グルー

プ、以後を残業グループと二分して、両者

の生活スタイルの比較した。退勤グループ

の生活をワークライフバランスのとれた生

活スタイルと見なして、それとの比較で残

業グループの生活のインバランスを観察し

た。その結果、残業時には男性は仕事にす

べて時間を吸われて、全ての生活行動（通

勤行動を除く）の時間が減少に転じるのに

対して、女性の場合に食事や身の回りの用

事といった行動に関してはそれを護持して

いる。この男女間での差異に関する知見は、

本研究における大きな成果である。これは

残業グループをいくつかの時間帯グループ

（残業時間が短いグループから長いグルー

プ）に分けて考察した場合でも男女間で同

様の結果を観察できた。女性の特徴は独身

の女性であっても、また既婚の女性、さら

には１０歳未満の子供のいる既婚女性、い

ない既婚女性に分けた場合でも観察できた。

女性の場合、残業をしても食事と身の回り

の用事の時間量が変化しないのは、残業に

より犠牲になった行動を後刻、回復させる

という行動（本研究独自の研究手法である

時刻別行為者率アプローチでは「戻し現象」

として観察される）により実現されたもの

であったことも発見した（研究成果は２０

０６年『労働社会学会年報』に掲載）。 

 平田は１９９２年のカナダの統計局のミ

クロデータと１９９１年の日本の総務省の

ミクロデータを用い、男女の睡眠について

興味深い発見をした。すなわち、日本の女

性は男性に較べて遅寝、早起きで睡眠時間

が短いのに対して、カナダの女性は男性よ

り遅起きで睡眠時間が長い、という事実で

ある。カナダのデータでは朝早く起きる夫

が子供の登校の世話まで見て、妻はその後

起きるというケースさえ彷彿させるデータ

であった。藤原、平田は国際生活時間学会

（2005 年、カナダ、ハリファックス）で上

記成果を研究発表した。 

 ② 平成１８年度、藤原は初年度のホワ

イトカ ラーワークライフバランスの研究

成果を踏まえて、また平田は初年度のカナ

ダのデータ分析を用い て、両者でカナダ

と日本のホワイトカラーの比較分析研究を

展開させた。この成果は国際生活時間 学

会で発表した。国内において論文として公



 

 

表した。 

 ワークライフバランスの問題を考えると

きにどのような状況がバランスがとれた状

態かという前提がなければならないが、本年

度のカナダとの比較では、ゆとりのある生活

を営んでいるカナダの男性ホワイトカラー

の生活をバランスがとれた状況と仮定して、

日本の男性のそれを見た。カナダの勤労者は

朝の仕事の開始が日本よりかなり早いので

夕刻後にレジャー活動に従事する生活が実

現していた。仕事の始業時間の繰り上げも政

策メニューの一つではないか考えるに至っ

た。ちなみに、初年度の藤原の仕事は、定時

に帰宅した男女勤労者の生活をバランスと

のとれた生活と仮定して、残業者の生活をイ

ンバランス状態と措定して、両者の生活を比

較し、問題点を整理した。「バランス」状態

とは比較に準拠する集団の内容しだいで多

様に考え得る。藤原は上記の問題の考察とと

もに、平田、貴志とともに統計パッケージ、

グラフソフト、ＡＰＬ２言語を活用し、独自

集計データの加工（表の再編やグラフ化）に

従事した。この際、三者は矢野からは技術的

情報を中心に、また久場からは文献的情報の

提供を受けて、解析を展開した。  

 ③ 平成１９年度の研究の基調は、社会生

活基本調査データを用いて、男女の属性を中

心に他の諸属性をクロスさせて得た独自集

計値を用いて分析、事実発見の作業を続ける

ことであった。藤原は共働き、非共働き世帯

票を用いて夫婦の時間構造の解析を進め、ワ

ークライフバランスに関し考察した。また平

田は夫婦のタイムプレッシャーの夫婦の相

違に関して実証的研究を進めた。藤原、平田

は成果を米国統計局で開催された国際生活

時間学会において発表した。また、学会では

ワークライフバランス関連の研究情報も収

集した。貴志もデータ処理に従事し、高校生

を持つ世帯の家事の家庭内役割分担に関し

て考察を進めた。これに関しては平田、藤原

が技術的援助を与えた。矢野は他のメンバー

に技術的援助を与えた。久場は藤原と数回に

渉って個別の情報交換を行った。その内容は

久場の文献情報に基づく仮説が検証可能か

否かに関するものであった。１９年度に特筆

すべきは国際生活時間学会事務局長である

キンバリー・フィッシャー博士を日本の研究

会に招待したことである。本科研のメンバー

のみならず、総務省統計局、NHK 放送文化研

究所のメンバー、国内の生活時間研究者にも

声をかけ研究会を総務省統計局等で開催し、

ワークライフバランス、ジェンダー問題のみ

ならず、現在多国間で展開中の統一生活時間

調査の調査フォーマット等の情報も入手し

た。これを通して本研究プロジェクトメンバ

ーは当該の最新情報の一端に触れることが

出来た。藤原は研究会参加者を基盤に国際生

活時間学会の日本支部として日本生活時間

学会を設立した。本プロジェクトは日本支部

を国内外のワークライフバランス研究の情

報の交換窓口として活用し、現在に至ってい

る。 

④ 平成２０年度、藤原は平田と共同して

総務省の社会生活基本調査のミクロデータ

を利用するために目的外利用申請を行い、利

用を承認された。この結果、1976 年から 2006

年のデータを 2008 年 12 月に入手した。藤原、

平田、貴志がミクロデータを独自に再集計し

た。これらは本プロジェクトのみならず、今

後の日本生活時間学会の研究活動に資する

ものとなった。藤原と平田は所得と労働時間、

余暇時間との関係を考察し、その成果を国際

生活時間学会(シドニー大会)にて藤原が発

表した。経済学では所得が上昇するにつれ、

労働時間がある所得レベルで減少し、余暇時

間が反面増大するという、所得志向から余暇



 

 

志向を論じる理論的仮説がある。藤原、平田

は労働時間のみならず余暇行動時間も取り

そろえている生活時間データによってこそ、

この仮説が検証できると考え、研究に着手し

た。藤原、平田はこれを島根総合政策学会誌

において論文としてまとめた。これは現在、

海外の査読誌 Social Indicator 誌に寄稿中

で査読に付されている。久場は雇用形態の多

様化という今日的傾向に留意して、ジェンダ

ー間における有償労働時間と無償労働時間

の配分とそれらの相互関係について考察を

深めた。矢野はデータ処理を補助するととも

に男女の不平等と生活の質を論じ、総務省統

計局に寄稿した。貴志は家庭内のケアの問題

を扱うとともに、高校生の家事参加について

考察を深め、博士論文として纏め、学会発表

も果した。 

(2) 今後の研究展望、展開 

本研究は働き盛りの若年、壮年の世代の考

察が中心になったが、若い世帯の子育て問題、

高齢者世帯の介護、看護問題等を踏まえたワ

ークライフバランス問題に関しては本プロ

ジェクトと並行して別途考察を進めている。 

過去４年間の、研究代表者、研究分担者が

完成させた諸論文、学会プロシーディングを

基盤に、事実発見、政策含意等の知見を整理

した藤原、平田の論考、さらに本研究プロジ

ェクトの成果を踏まえた久場の理論的考察

論文を追加し、研究書を発刊すべく準備を進

めている。  

本研究をもとに発足した国際生活時間学

会の日本支部である日本生活時間学会はジ

ェンダー、ワークライフバランス問題等、生

活時間研究が貢献出来る諸問題に関する学

術的情報窓口として今後、機能することにな

る。 
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